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研究論文
北海道における高等学校教育課程編成・実施の課題
－次期学習指導要領等に向けて－
諏江 康夫
北翔大学教育文化学部教育学科
抄 録
本研究は，高等学校を中心に，北海道における教育課程の編成・実施状況についてこれまで
の成果と課題を明らかにするとともに，それらを踏まえた今後の方策を提示しようとするもの
である。
現在，本道の高等学校の教育課程の編成・実施には指導内容の縮減に伴う基礎学力の低下や
指導のための時数不足等の課題があり，また学習指導要領の改訂や「高等学校基礎学力テスト
（仮称）」などが間近に迫っているため，高等学校は教育課程の諸課題の解決と新たなテスト
への対応の両方に取り組まなければならない，極めて厳しい状況にあることを示し，本道の高
等学校教育充実のため早急に取り組むべき方策として，学力向上の取組の継続などが必要との
結論を得た。
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平成２６年１１月２０日，幼稚園，小学校，中学校，高等学
校及び特別支援学校の教育課程の基準となる学習指導要
領等の在り方について中央教育審議会に諮問がなされ，
早ければ平成２８年に答申が出され，同３２年度から新しい
学習指導要領が実施されると予想されている。
学習指導要領はこれまでも，時代の変化や子供たちの
実態，社会の要請等を踏まえて改訂されてきており，今
回の諮問に対する答申に基づき改訂されると，戦後１０回
目になる。
現在，全国の幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び
特別支援学校では，平成２０，２１年に告示された学習指導
要領に基づき，それぞれ教育課程を編成・実施し教育活
動を展開している。各学校・教職員は，学習指導要領改
訂のたびに，その趣旨の理解や新たな取組への対応など
に多くの時間・膨大なエネルギーを費やしており，各学
校の教育課程の編成・実施は，教職員のこうした不断の
努力に支えられているといっても過言ではない。
北海道の小・中・高等学校は，本道の広域性に付随す
る小規模校の割合が高いこと，教員の人事交流が難しい
ことなど特有の課題を抱えながらも，現行学習指導要領
の趣旨を踏まえ，知識・技能の習得と思考力・判断力・
表現力のバランスを重視した教育課程の編成・実施に取
り組んでおり，特に学力向上への取組，基礎的・基本的
な知識・技能を身に付けさせる指導を重視している。
本稿は，次期学習指導要領の改訂のみならず，ほぼ同
時期に予定されている大学入学者選抜改革への対応とい
うもう一つの課題に直面している高等学校について，こ
れまでの教育課程の編成・実施にかかわる成果と課題を
振り返るとともに，数年後に迫っている次期教育課程の
編成，「高等学校基礎学力テスト（仮称）」，「大学入学希
望者学力評価テスト（仮称）」の実施に向けどのような
取組・準備が必要かを考察しようとするものである。
なお本稿では，平成１１年３月に告示された高等学校学
習指導要領，及びそれに基づき平成１５年度から実施され
た教育課程（以下，旧学習指導要領・旧教育課程と略）
と，平成２１年３月に告示された高等学校学習指導要領，
及びそれに基づき平成２５年度（数学・理科は２４年度から
先行実施）から実施された教育課程（以下，現行学習指
導要領・現行教育課程と略）に関する調査結果等を手が
かりとしながら，現状や課題等を考察した。
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．高等学校学習指導要領改訂の経緯
１．改訂の概要
これまでの高等学校学習指導要領の改訂の要点や特
徴，必履修教科・科目数・必履修単位数の推移等（図表
－１，２）については，北海道教育委員会発行の『高等
学校教育課程編成・実施の手引』に整理されている。注１）
昭和２３年度から平成２１年３月告示までの改訂を概観す
ると，高校進学率の向上や生徒の多様化，さらには時代
の変化等に対応するため，教科・科目等の新設や必履修
単位数の変更など，さまざまな改訂がなされてきたこと
がわかる。
２．教育改革の流れ
直近の２度の高等学校学習指導要領の改訂を考える場
合，教育改革の動きを重ねて見ることが重要である。高
校教育に関する改革は，平成３年の中央教育審議会答申
で，新しいタイプの高等学校の奨励，全日制単位制や総
合学科などが提唱されたことに始まり，同９年の『教育
改革プログラム』では，学校教育全体に関わって
●中高一貫教育
●完全学校週５日制
●校長及び教頭の資格要件の緩和
●職員会議規定の新設
●学校評議員の設置
などの施策が，次々にうちだされた。
加えて同１２年の教育改革国民会議答申により，
●公立高校の通学区域に係る規定の削除
●１０年経験者研修の実施
●新しい教員評価システムの導入
●「学校評価」の導入
【図表－１】 【図表－２】
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●教員免許更新制の実施
●「副校長」その他の新しい職の設置
なども制度化・実施されることとなり，こうした施策
が学習指導要領の内容に少なからぬ影響を与えた。
これらの中で，各学校の教育課程編成・実施に最も大
きな影響があったのは，平成１４年度から実施された完全
学校週５日制である。学校週５日制は，平成４年９月か
ら月１回，平成７年４月からは月２回という形で段階的
に実施されてきていたが，平成１４年４月から毎週土曜日
が休みという完全学校週５日制となったことから，授業
時数や指導内容などの縮減が必要となった。
このため，学習指導要領が改訂されたが，高校につい
ては，卒業までに修得させる単位数が８０単位以上から７４
単位以上に，必履修教科・科目の最低合計単位数が３８単
位から３１単位に，全日制課程の週当たりの標準授業時数
が３２単位時間から３０単位時間に，それぞれ縮減され，教
育課程編成の枠組みが大きく変わり，学校・教員は従来
の発想や意識の大転換を迫られた。
高校には，生徒の多様化への対応，選択幅の拡大要
求，大学入試への対応などの課題があったため，完全学
校週５日制のもとでの教育課程編成は困難が多く，現在
でも解決済みとは言い難い課題が少なからず残ってい
る。
次期学習指導要領改訂のスケジュールが見えてきたい
ま，完全学校週５日制のもとで編成・実施された高等学
校教育課程の編成・実施を総括しておくことは，北海道
の高等学校教育の充実に必要なことと考え，平成１５年度
と平成２５年度から学年進行で実施された２つの教育課程
について，成果と課題を見ていくこととする。
．旧学習指導要領・旧教育課程
１．道内の高校の対応
社会科再編や家庭科の男女必修などを特徴とする学習
指導要領（平成元年３月告示）が，学年進行で実施され
たのは平成６年度からであった。家庭科の男女必修に伴
う教員配置が思うようにいかないなどの困難はあったも
のの，各高校は，学習指導要領の趣旨を踏まえ，「弾力
化」を念頭に教育課程の編成とその円滑な実施に取り組
み，平成１１年３月，戦後８回目の改訂となる学習指導要
領の告示を迎えることとなった。
この改訂は，平成１４年度からの完全学校週５日制に対
応するため，授業時間数や卒業に必要な総単位数を削減
するとともに，「ゆとりの中で生きる力をはぐくむこと
を重視する」とした中教審答申（平成８年７月）を踏ま
えて，新しい学力観の考え方を一層推進した「総合的な
学習の時間」や，新教科「情報」が設けられたことなど
が大きな特徴であった。
これに基づく教育課程が平成１５年度の１年生から学年
進行で実施され，実施２年目の平成１６年に，北海道高等
学校長協会（以下，道高長と略）が道内の公私立３０７校
を対象に「新教育課程の実施状況」について調査を行っ
ている。注２）
教育課程の編成・実施において，特に大きな課題は，
「授業時数の削減にどう対応するか」，「総合的な学習の
時間の指導をどのように行うか」であったが，これらに
ついては，調査の中で次のような実態が明らかにされ
た。
授業時数の削減への対応については，
●２学期制の実施率が平成１４年度（６２％）よりも１０
ポイント増えて７２％になった
●「特に何もしていない」が３９％で最も多く，次い
で「その他」（２８％），「７時間目の設定」（２１％）
となっており，「その他」では，「学校行事等の見
直しと精選」が圧倒的
という結果となり，これまで行ってきた週時間割の調
整や学校行事の見直しなどの工夫によって授業時数を確
保しようとしており，０時間目の設定や長期休業日の活
用までには踏み込んでいない実態がうかがえる。
また，総合的な学習の時間については，
●取り上げるテーマ（複数回答可であるが）は，
「生徒の進路希望に応じた内容」（６０％），「学校
の特色づくりを目指した内容」（３２％），「生徒の
興味・関心に基づく内容」（２８％）の順になって
いる
●「校内発表会」や「しおり，文集などの記録作
成」を中心として学習をまとめさせ，テーマが終
了する毎に提出して評価する割合が高い
●体験学習，外部講師の講演会，企業や大学の見学
などを新たに取り入れた割合も高く，総合的な学
習の時間の当初のねらいや目標が「十分」あるい
は「ほぼ十分」に実施されているとする学校は７０％
近くなっている
●今後の課題としては，「指導内容・指導方法の研
究」，「評価方法の研究」，「教職員の意識改革」な
どの割合が高く，また「活動に伴う経費等の整
備」も課題としてあげられている
という結果が示された。
この他，教育課程の移行に伴う教員構成や担当授業時
数の「アンバランス」，新教科「情報」の担当教員不足
などの課題も指摘されているが，北海道の高校はさまざ
まな工夫をしつつ，授業時数の削減や総合的な学習の時
間に積極的に対応しようとした様子がうかがえる。
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２．旧教育課程の評価
平成２１年３月に現行学習指導要領が告示され，２５年度
から実施されることとなったことを受けて，道高長では
平成２１年度に旧教育課程の評価と検証，及び新教育課程
の円滑な実施に向けた調査・研究を行っている。注３）
まず，この調査・研究から道内２９４の高校が旧学習指
導要領をどのように評価したかを概観するとともに，教
育課程の実施でどのような課題があったかを考察する。
【図表－１】
学習指導要領の成果について「どちらともいえない」
という評価が最も多いのは，完全学校週５日制による授
業時数の削減，総合的な学習の時間や新教科・情報の必
履修化，地理歴史・公民や理科の科目設定の難しさなど
によるものと思われる。
【図表－２】
学力向上の取組課題については，中学校の教育内容の
厳選や高校の授業時間数縮減の影響が大きいことがうか
がえる。
【図表－３】
【図表－４】
総合的な学習の時間について，成果があったとする高
校が５４％にのぼるが，一方では教職員の負担の大きさや
共通理解の不足，内容の形骸化，予算が少ないことなど
が課題としてあげられている。
また，平成１６年度から文部科学省の「キャリア教育」
関連諸施策が推進されたことを受け，各高校は望ましい
職業観・勤労観の醸成や進路指導の改善方策としてキャ
リア教育やインターンシップにも取り組んだことから，
次のような調査も行われている。
【図表－５】
【図表－６】
【図表－７】
キャリア教育やインターンシップに成果を感じている
学校が半数程度あるが，関係団体との連携，受け入れ先
の確保や校内の指導体制の見直しなどの課題もある。
キャリア教育・インターンシップは，学校の教育活動
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全体を通じて推進することが重要であることから，教育
課程に明確に位置づけ，学校ぐるみで取り組むことが成
果を上げるポイントと思われる。
道高長の調査結果から，道内の高校は旧教育課程の編
成・実施に必ずしも十分な成果・手応えを感じていると
は言えず，むしろ，授業時数の削減やその影響と思われ
る入学者の基礎学力不足への対応，総合的な学習の時間
に伴う負担増加などの新たな課題が生まれてきたと総括
できよう。
．現行学習指導要領告示までの２つので
きごと
平成２１年３月，およそ１０年ぶりに学習指導要領が改訂
されるが，この間，学習指導要領や高校の教育課程に関
わる２つの大きなできごとがあった。
１．旧学習指導要領の一部改正等
１つは，平成１５年１２月の学習指導要領の一部改正等で
ある。旧学習指導要領の告示後，特に小・中学校におけ
る授業時数・指導内容の削減に対して全国的に学力低下
への懸念・不安が広がり，国は平成１４年１月に「確かな
学力向上のための２００２アピール・学びのすすめ」を出
し，さらに中教審の答申を踏まえて，（１）学習指導要
領の基準性を踏まえた指導の一層の充実，（２）総合的
な学習の時間の一層の充実を主眼とする通知を発出し
た。
告示からわずか４年，高校にとっては新しい教育課程
の実施１年目に一部改正が行われたことに加え，通知の
中に，必要な指導時間の確保や保護者・地域住民等への
周知・情報提供に配慮することなどが求められていたた
め，高校にとっては大きな戸惑いと新たな負担感が残る
通知であった。
２．未履修問題
もう１つは，平成１８年１０月に起きた，いわゆる未履修
問題である。これは，全国の６００以上の高校で，学習指
導要領で必履修とされている教科・科目を生徒に履修さ
せなかったり，定められた単位数よりも少ない単位数し
か履修させなかったりしたなどの事例が判明した問題で
ある。この問題では，教育課程編成の責任者である校長
の責任が厳しく問われるとともに，一方では，高校で教
える内容は多くなったのに授業時間数が減ったという実
態，高校生の多様化，大学入試の実際などと学習指導要
領との乖離が大きいことも指摘された。
特に大学入試は，完全学校週５日制の実施や学習指導
要領の改訂など，高校教育の変化や実態を的確に踏まえ
て実施されているとは言い難く，また「ネコの眼入試」
などと揶揄されるように個々の大学の都合で入試科目等
が頻繁に変更されることが多く，大学入試への対応は一
部の高校だけでなくすべての高校にとって極めて重要な
問題であることから，高校や生徒はこうした変更を常に
意識せざるえない，いわば「受け身」の立場にある。
必履修教科・科目の未履修が学習指導要領に定めに反
することは明確であり弁解の余地はないが，目指す大学
の入試科目等に合わせた学習を強く望むほど，学習指導
要領の定めとの齟齬が生じやすかったことは否定できな
い。
この問題を通して，
●多様化する高校生の実態に学習指導要領が追いつ
いていないこと
●完全学校週５日制により教育課程が窮屈になって
いるにも関わらず必履修教科・科目の単位数が増
えたり高校での学習内容が増えたりしている矛盾
●大学入試センター試験などで必履修科目が必ずし
も出題されない実態
などが明らかになり，大学入試との関連も視野に入れた
学習指導要領の改訂が，高校サイドから強く要望され
た。
【付記】
平成２０年１月，中教審は「幼稚園，小学校，中学校，
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善につ
いて（答申）」の中で，この問題について「平成１８年１０
月に約１割の高等学校で必履修教科・科目の一部が未履
修であることが判明し，社会的にも大きな関心を集め
た。その要因としては，学習指導要領の規定についての
理解が不足していたこと，教育委員会や各学校における
教育課程の管理が不十分であったことに加え，当該高等
学校において大学入試への対応を優先させてしまったこ
となどが考えられる。一方，約９割の高等学校の生徒は
必履修教科・科目を学習指導要領に基づいて履修してい
たという事実をも踏まえれば，今回のような必履修教科
・科目の未履修の問題と高等学校の必履修教科・科目の
在り方とを直接的に結び付けて検討を行うのは適当では
ないと考える。」と述べている。
また，「一部の高等学校で必履修教科・科目の未履修
が判明したことを踏まえ，大学入試の実態等に合わせて
必履修教科・科目を見直すことは本末転倒である…」と
も述べている。
この答申は，未履修問題がある程度収束してから１年
に満たない時点で出されたため，上にあげられた大学入
試と高校の教育課程の実態との齟齬などの具体的改善策
には殆ど言及されず，大学入試と学習指導要領の定めと
の齟齬を改善して欲しいという高校側の願いは先送りさ
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．現行教育課程の編成・実施
１．改訂のねらい等
学力低下論議のあった学習指導要領の全面的な見直し
要請を受けた中教審の「審議のまとめ」を踏まえて，平
成２１年３月，現行学習指導要領が告示された。
小・中学校については，減り続けてきた授業時間がお
よそ３０年ぶりに増加したこと，小学校の５，６年生に
「外国語活動」の時間が創設されたこと，中学校の国
語，数学，理科，社会，英語，及び保健体育の総授業時
間が増加したことなどが改訂のポイントであった。
高校については，卒業単位数は従前通りであったが，
全日制課程の週当たりの標準授業時数（３０単位時間）を
超えて授業を行うことができることが明確化された点が
注目される。
また，教育内容の改善として，言語活動，理数教育，
伝統や文化に関する教育，道徳教育，体験活動，外国語
教育などの充実が列挙されており，高校は，これらにも
対応した教育課程編成が求められることとなった。
また，理数教育の充実との関わりから，数学と理科に
ついては１年早く平成２４年度からの先行実施とされたこ
とで教育課程の編成作業が急がれることとなった。
２．道高長の取組と課題
現行学習指導要領に基づく教育課程編成について，道
高長が平成２４年度に「平成２５年度教育課程編成における
取組と課題」の調査を行っており，その結果から道内の
高校の取組状況を概観したい。注４）
この調査は，教育課程編成，言語活動・道徳教育・体
験活動・伝統や文化に関する教育・理数教育・外国語教
育・キャリア教育の充実，総合的な学習の時間の扱い，
「学び直し」への対応，大学入試への対応について，各
高校の取組状況をまとめており，その中から主なものを
取り上げる。
【図表	－１】
教育課程編成の課題として「学校全体の教育課程の方
針への理解が不足」が最も多く，研修等を通した意識改
革が一層必要とされているが，旧教育課程編成の際も課
題となった授業時数確保の問題や教員のアンバランスな
どが，依然としてあげられている。
「大学入試の動向が明確でないため，理科の編成に課
題」が２３．９％となっているのは，調査時点（平成２４年７
月）で，平成２４年度に高校に入学した生徒が受験する平
成２７年度のセンター試験や各大学の学力検査の詳細が公
表されていなかったことが背景にある。
該当する生徒の履修が既に始まっているのに，大学入
試の科目選択方法等が決定・公表されていないという奇
妙な状況になっており，上述の「未履修問題」の教訓が
生かされていないことを示している。
【付記】
平成２４年度に入学した生徒が対象となる平成２７年度大
学入試センター試験の「実施要項大綱」が国から通知さ
れたのは平成２５年７月，対象の生徒が２年生の時であ
る。
また，各大学の個別学力検査の科目指定が示されるの
はこれ以降となったので，平成２４年度に入学した生徒
は，特に理科について，履修している科目がセンター試
験や各大学の個別学力検査でどのように扱われるのか，
少なからぬ不安を抱いたまま履修したことになり，高校
から見ると，国や大学入試センターの対応は「あまりに
も遅過ぎる」と言わざるを得ない。
【図表	－２】
【図表	－３】
旧教育課程編成の際も課題であった授業時数確保で
は，学校行事の精選や授業カットの縮減で対応しようと
する学校が多いが，一方では学校行事の精選などの高校
側の工夫がほぼ限界にきていることも示されている。
【図表	－４】
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現行学習指導要領で理数教育充実の観点から理科の必
履修単位数が増加したが，週当たりの授業時数が限られ
ているため，他教科の履修単位数を削減せざるを得ない
のではないかとの危惧が，半数近い高校で現実のものと
なった。また７時間目とか８時間目の授業を設定して理
数科目の履修単位数を確保する高校や，理数教員の担当
時間数の増加に苦慮している高校などもあり，「理数教
育充実」は高校にさまざまな影響をもたらしている。
【図表	－５】
【図表	－６】
キャリア教育については教職員の共通理解を図るこ
と，総合的な学習の時間では指導内容・方法の開発が最
も多くなっている。各高校とも積極的に取り組んでいる
ものの，なお一層の取組が必要なことを示している。
【図表	－７】
【図表	－８】
図表 V－７は，生徒の進路希望とともに大学の入試方
法が多様化し，教育課程の中で対応することが難しく
なってきていることを示しており，また図表
－８で
「推薦・AOで進学する者への基礎学力向上の指導を行
う」が課題として最も多くなっているのは，大学入学後
に必要となる学力を保証しようという高校の積極的な姿
勢の現れなのか，高校生の基礎学力低下に対するやむを
得ない対応策なのか，判断が難しいところである。
ここまで，各学校の教育課程の基準となる学習指導要
領改訂の経緯，北海道の高校における旧及び現行の教育
課程の編成などを概観してきた。
学習指導要領改訂の流れを見ると，これら２つの教育
課程は，１９８０年代から続いた授業時数の減少の流れが増
加に転じた時期に位置する。
現行学習指導要領の改訂に際して文部科学省は，平成
２０年１月に作成配布した『教員用パンフレット』で，
「生きる力をはぐくむという基本理念は，新しい学習指
導要領においても変わりません。…授業時数の増加は必
要ですが，指導内容を増やすことを主な目的とするもの
ではありません。」と謳ってはいるが，学校・教職員が
なすべき業務，指導すべき内容は，学習指導要領に記載
のある・なしに関わらず増えたことは否めない。
．次期学習指導要領改訂に向けての動き
１．教育課程の基準等の在り方についての諮問
この数年，国においては『教育再生実行会議』の諸提
言や中教審の答申が相次いでだされ，教育改革が加速度
的に進められている。それらの中で高校の教育課程に関
わるであろう大きな動きが平成２６年にあったので，それ
ぞれの概要を見ておきたい。
平成２６年１１月，文部科学大臣から中央教育審議会に対
し，「今後，一人一人の可能性をより一層伸ばし，新し
い時代を生きる上で必要な資質・能力を確実に育んでい
くことを目指し，未来に向けて学習指導要領等の改善を
図る必要が」あるとして，学習指導要領等の在り方につ
いて諮問がなされた。
諮問の内容は，初等中等教育に関わる幅広いものであ
るが，特に高等学校に関わる事項としては，次のような
ものが述べられている。
●（国際共通語である英語の能力について）高等学
校では，幅広い話題について発表・討論・交渉な
どを行う能力を高めること
● 国家及び社会の責任ある形成者となるための教
養と行動規範や，主体的に社会に参画し自立して
社会生活を営むために必要な力を，実践的に身に
付けるための新たな科目等の在り方
●日本史の必修化の扱いなど地理歴史科の見直しの
在り方
●より高度な思考力・判断力・表現力等を育成する
ための新たな教科・科目の在り方
●より探究的な学習活動を重視する視点からの「総
合的な学習の時間」の改善の在り方
●社会的要請を踏まえた専門学科のカリキュラムの
在り方など，職業教育の充実の在り方
●義務教育段階での学習内容の確実な定着を図るた
めの教科・科目等の在り方
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今後，中教審で論議され，早ければ来年にも答申がな
されると言われているが，授業時数の確保などいくつも
の課題を抱えながらも教育課程の編成，実施に取り組ん
でいる高校から見れば，「新たな教科・科目」という語
に改めて大きな不安を抱かざるを得ない諮問である。
諮問の中で「各学校における教育課程の編成，実施，
評価，改善の一連のカリキュラム・マネジメントを普及
させていくためには，どのような支援が必要か。」とも
記されているので，学校への新たな「支援」策が答申に
盛り込まれることを期待するものである。
２．高大接続改革の答申
平成２６年１２月，中央教育審議会から「新しい時代にふ
さわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教
育，大学入学者選抜の一体的改革について」答申され
た。
答申の概要は，図表－１～３のとおりである。
【図表－１】
【図表－２】
【図表－３】
注）図表－１～３は，中央教育審議会の「新しい時代にふさ
わしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，大
学入学者選抜の一体的改革について（答申）」（平成２６年１２月
２２日）の別添資料。
なお，図表－３は一部分を拡大している。
高校サイドから見れば，
●２・３年の希望者を対象とはしているが「高等学
校基礎学力テスト（仮称）」が実施されること
●これまでの大学入試センター試験が「大学入学希
望者学力評価テスト（仮称）」に替わること
などが示されていることから，日常の進路指導だけで
なく教育課程の編成・実施に大きく影響する事項が含ま
れている。報道等では，大学の負担増などがクローズ
アップされがちであるが，英語等について「民間の資格
・検定試験も積極的に活用」とされていることから，高
校のみならず小・中学校の教育にも少なからぬ影響を与
えることが予想される。
高校の立場から最も懸念されるのは，図表－３の
「改革スケジュール」である。
答申にある２つの新テストは平成３１，３２年度から導入
予定とされており，予定通りならば平成２９年度の高校入
学者（現行教育課程で履修する生徒）が該当（受験）す
ることとなるので，プレテストの実施状況やその内容等
によって，現行教育課程の一部見直しが必要になる可能
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性があり，また次の学習指導要領の告示が平成２９年度に
予定され，平成３０年度から新しい教育課程の編成にも着
手しなければならないことから，大学入試改革への対応
と新教育課程の編成という２つの業務が重なり，学校運
営の重い課題となることは明白である。
この高大接続改革の答申は，どちらかと言えば，大学
改革の質的転換を図る視点が「主」で，高校は「従」的
な立場であったように見受けられ，「高校の実態があま
り考慮されていない」という，過去に何度か見られた問
題が今回も起きている。
．次期教育課程編成・実施に向けた諸課題
１．学校を取り巻く環境の変化
これまで，旧・現行の学習指導要領を手がかりに，平
成１１年以降の本道における高等学校教育課程編成の課題
等をみてきた。
旧学習指導要領が告示された平成１１年と比べ，本道の
学校教育を取り巻く環境は大きく変わっており，その一
例として学校数等の減少がある。
【図表－１】
注５）「学校基本調査（北海道）」から作成
平成１１年度と２６年度を比較すると，小・中・高等学校
全体で学校数は２２．６％，児童・生徒数は２６．７％それぞれ
減少し，それに伴い教員数も減少しており特に高校の学
級数・教員数の減り方が小・中学校に比べて大きいこと
が目につく。また１校当たりの教員数を見ると，小・中
学校は増加しているのに対し高校だけが減少している。
もう一つ，指導すべき内容や学校教育全体に関わる課
題などが，変化あるいは増加していることもあげられ
る。
小・中・高校についていえば，旧学習指導要領では，
完全学校週５日制に伴う学習内容の削減，中・高校のク
ラブ活動（いわゆる必修クラブ）の廃止等の縮小はあっ
たものの，総合的な学習の時間の新設，中学校の英語必
修化，高校の普通教科「情報」の新設などがあり，現行
学習指導要領では，総授業時間の増加，主要五教科等の
授業時間増加，総合的な学習の時間の削減，小学校５・
６年生の「外国語活動」の時間設定など，どちらかと言
えば増加が目立っている。
また，学校教育全体に関わって「学力・体力の向上」
「いじめ・不登校」「体罰」「防災教育・安全教育」「広
域人事」「学校職員の再任用」などが，依然として重要
な課題としてあげられその対応も求められており，さら
に一連の教育改革に伴う施策や教育関連の事件・事故へ
の突発的な対応などもあり，道内の小・中・高等学校
は，こうした課題への対応に相当なエネルギーを費やさ
ざるを得なくなっている。
このような学校教育を取り巻く環境の変化は，教育課
程の編成・実施にも大きな影響を与えており，高校は既
にみてきたとおりであるが，小学校においては時数確保
のための人材不足，実物投影機などの機器の未整備など
が，また中学校では教員定数の改善や免許外教科担任に
よる指導の解消などが課題となっている。
学校教育の役割は，法令並びに学習指導要領の趣旨に
に沿って子どもたちに生きる力を育むことであり，とり
わけ確かな学力の向上が求められていることから，こう
した厳しい状況の中にありながらも，本道の小・中・高
等学校は，学力向上を共通課題・最重要課題と位置づ
け，自らが編成した教育課程の実施に取り組んでいるの
が現状である。
２．次期学習指導要領に向けて
これまで道高長の調査結果などから，高校を主として
本道の教育課程の編成・実施に関わる成果や課題などを
みてきた。
小・中・高等学校とも，現行教育課程の中間検証等が
できる時期になっているが，特に高校は，次期学習指導
要領の改訂と大学入学者選抜改革の時期が重なるという
厳しい状況になったため，現行教育課程の検証や課題整
理などを急がなければならなくなっている。
そこで，次期学習指導要領・教育課程に向け，北海道
の高校として早急に取り組むべきことがらを３つあげ
る。
１）検証と課題解決への早期の着手
平成２７年度は，現行教育課程の完全実施３年目であ
り，各高校では，教育課程実施上のおおよその課題が見
えてくる時期なので，学習指導要領の改訂と大学入学者
選抜改革の時期的重複という特別な事情がある高校とし
ては，すぐにでも現行教育課程の検証や課題整理などに
着手し，次への体制を整える必要がある。
現行教育課程の課題としては既に，完全学校週５日制
実施に伴う授業時数確保，教員の持ち時間のアンバラン
ス，総合的な学習の時間やキャリア教育の指導内容の工
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夫，大学入試への対応などがあげられていたが，教育課
程を実施して初めて見えてくる課題もある。
また，教員の人事や授業時数の枠組みなど，一高校で
は解決できない課題，国や行政などの支援や理解がなけ
れば解決できない課題については，その解決までに相当
の時間を要することから，粘り強くその解決を求めてい
かなければならない。
特に，完全学校週５日制に関わる週当たりの標準授業
時数や授業時数確保の問題は，教育課程編成や生徒の学
力に直結することがらであり，一高校の創意・工夫，
個々の教員の努力ではどうにもならないところまできて
いる。これまでも取り組んできたと承知しているが，勤
務振替など教員の勤務条件を整備しつつ，各学校が土曜
日や長期休業日を授業日として明確に位置づけられるよ
う，国や行政に強く求めていく必要がある。
また，近年，学校や教員の日常的な業務は拡大・増大
しているが，人的・予算的な支援が十分になされている
とは言いがたく，教員の心身的疲弊の一因とも指摘さ
れ，学校全体の教育力低下を招きかねないことが懸念さ
れている。学習指導要領には代替や削減など弾力的な運
用が認められている部分が少なくないので，各学校にお
いては，それぞれの教育目標や実態等を踏まえてことが
らの緊急性，重要性，実効性等を精査し，極力業務の負
担軽減を図る視点から教育課程を検証していくことも必
要である。
２）学力向上への取組
図表－２で示したように，旧教育課程における学力
向上の取組課題として「中学校で教育内容の厳選に伴う
入学生の学力不足」が最も多くあげられており，学力向
上は，小・中・高校に共通する長年の課題である。
北海道教育委員会は，国の「全国学力・学習状況調
査」の結果を『全国平均以上』にすることをオール北海
道で目指す目標としてさまざまな取組を進めてきてお
り，その成果は徐々にあがりつつある。
一方，高校は多様な学科が存在するほか，多様な科目
に加えて必履修科目や選択履修科目があり，履修学年，
配当単位数が異なるなど，統一的な学力調査が難しいた
め，北海道独自の取組として，一部に国の調査問題を使
用しながら，平成１７年度から国語総合，数学，英語
の３科目について２学年または３学年を対象に学力等実
態調査を実施している。注６）
この調査は，生徒の「確かな学力」を育成するための
指導方法等の工夫・改善を図ることなどを目的にしてお
り，全国と比較をするためのものではないが，図表－
２から，３科目のペーパーテストの結果の全体的傾向とし
ては，特に数学・英語で期待正答率と実際の正答率との
差（マイナスの差）が大きいものの，その差は小さく
なってきており，また，下の図表－３－Aでわずかで
はあるが，授業が分かるという傾向の回答が増えている
ことからも指導方法改善の成果等は少しずつ現れている
と言えよう。
【図表－２】
この調査は旧教育課程で学習した生徒の状況である
が，現行教育課程の生徒についても同様の調査が行われ
る予定であり，こうした結果を蓄積し日常の授業改善に
いかす姿勢が各学校に求められる。
また，この調査では，生徒の学校や家庭での学習につ
いて質問する学習状況等調査も行っている。その中の授
業の理解度，学校以外での勉強に関する回答状況を図表
－３に示す。
【図表－３】
図表－３－Bを見ると「まったく，または，ほとん
どしない」の回答が平成２４年度に２．８ポイント減り「３０
分より少ない」から「１時間以上２時間より少ない」ま
北海道における高等学校教育課程編成・実施の課題
－２２－
での回答が微増しており，本道の高校生の，学校の授業
以外の勉強量は増える傾向にあると思われる。
一方，「２時間以上３時間より少ない」「３時間以上」
の回答の合計は，２４年度の本道は８．０％，２２年度の全国
が３４．７％と大きな差があり，学校の授業以外の勉強量に
ついて，全国は２極分化，本道はピラミッド型とも言う
べき傾向が見られる。
ただ，本道の回答で「２時間以上３時間より少ない」
「３時間以上」の回答が全国よりもかなり少ないことに
ついては，その広域性や少子化などから塾や予備校など
学校以外で勉強する機会・施設が少ないためとも考えら
れ，「勉強を頑張っている生徒が少ない」とは一概に言
えないであろう。さまざまな事情から学校でしか勉強が
できない生徒，勉強したくても塾や予備校がない地域の
生徒もいるということを，教員は回答状況から読み取ら
なければならない。
学力の向上はいつの時代も学校教育の使命であり，北
海道教育の喫緊の課題である。各高校は，現行教育課程
の円滑な実施，指導方法の不断の改善などに努め，高校
生全体の学力向上を図る必要がある。
３）大学入試改革への対応
既に述べたように，早ければ平成２９年度から，いずれ
も仮称であるが，高等学校基礎学力テストと大学入学希
望者学力評価テストの「プレテスト」が実施されるよう
である。
このうち，高等学校基礎学力テストは，「進学時や就
職時に基礎学力の証明や把握の方法の一つとして，その
結果を大学等が用いることも可能」とされ，広範囲に使
用されることが予想されることから，大多数の生徒が参
加しなければならない半強制的なテストになる可能性が
高く，そうなった場合，高校の教育課程はもとより，学
習指導，進路指導，年間の行事などにさまざまな影響が
生じることは避けられない。
また，全国的なテストであることから，小・中学校の
全国学力・学習状況調査で論議となったような調査結果
の公表・開示等の論議が起きたり，高校別の順位づけ，
高校の教育課程実施状況や教員の評価などが行われたり
することも懸念される。
高等学校基礎学力テスト（仮称）は，現在文部科学省
で詳細な制度設計が行われているところであり，高校教
育の現状に十分に配慮した完璧な制度となることを期待
したいが，近々実施されることはほぼ確実であるので，
北海道の高校全体として，学力向上の取組と連動させ，
情報収集や制度内容の熟知，進路指導体制の整備等の対
応策の研究などに早急に取り組む必要がある。
．お わ り に
２１世紀最初の年（平成１３年），文部科学省は，「学校，
家庭，地域の新生 ～学校が良くなる，教育が変わる
～」とうたった『２１世紀教育新生プラン』を示し，以
後，教育改革のためのさまざまな施策が実施されてき
た。さらに教育基本法の改正や教育改革実行会議の提言
等などにより，現在は学校教育制度の枠組みさえも変わ
ろうとしている。
北海道の学校は，この十数年，教育改革はもとより国
際化・少子化などの社会の変化，深刻化する財政状況な
どの中，さまざまな課題の解決に懸命に取り組んできて
いるが，こうした学校・教員の努力に対する，いわゆる
「ヒト・モノ・カネ」の面の支援が十分になされてると
は必ずしも言えない。
本稿は，主に高等学校について旧・現行２つの学習指
導要領に基づく教育課程の課題を見ながら，各高校がい
ま，教育課程実施上の諸課題の解決と次期学習指導要領
の改訂に向け，どのようなアクション・準備が必要かを
考察したものである。
高校に限らず，道内の学校で日夜努力されている全て
の教職員の一助となり，北海道の初等中等教育の一層の
充実・発展に少しでも寄与できれば幸いである。
注１）北海道教育庁学校教育局高校教育課：平成２１年度
高等学校教育課程編成・実施の手引，PP. H２１ 資料
５‐７（２００９）
注２）北海道高等学校長協会：平成１６年度研究報告書，
教育課程分科会，pp．３‐２２（２００５）
注３）北海道高等学校長協会：平成２１年度研究報告書，
教育課程分科会，pp．３‐２０（２０１０）
注４）北海道高等学校長協会：平成２４年度研究報告書，
教育課程分科会，pp．３‐１９（２０１３）
注５）「学校基本調査（北海道）」：参考表（長期時系列
データ）《学校数等の推移》から作成，http : //www.
pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/０１３sbs/index.htm
注６）北海道教育庁高校教育課 HP：北海道高等学校学
力等実態調査について，平成１７～２４年度集計結果から
作成，http : //www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/kki
/gakuyoukutou.htm
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